
米取引に関する有識者との懇談会（第３回概要）

１．日 時：平成23年６月３日（金）13:00～16:00

２．場 所：農林水産省第３特別会議室

３．論 点：２２年産米取引の状況、コメ先物試験上場申請

４．概 要：

○ 冒頭、当方より改めて東日本大震災で被災された方へお見
舞いを申し上げるとともに、被災地等への食料供給へご協力
いただいた企業の皆さまへ御礼。

（２２年産米取引の状況）
○ ２２年産米取引について在庫が増加した、価格が下落した

といった現象面だけでなく、国が売買操作で直接市場介入し
なくなったことの影響など、現象の背景まで分析するべきと
の意見。

○ 21年産と22年産ではスタート時の民間在庫の総量に大きな
差はないが、産地段階と販売段階の在庫のバランスが異なっ
ていたため、価格動向も異なったとの意見。

○ 米の価格は需給で決定されるが、その需給はイメージでし
かない。22年産米の政府買入、米穀機構による販売環境整備
米の買取、震災による被害などによる需給の引き締り感、更
には、23年産の出来秋以降の放射性物質のモニタリング結果
がどの程度のものになるのかという不透明感で最近の22年産
スポット取引価格が高騰しているのではないかとの意見。

○ 小売段階の精米価格に変化がない中で、業者間取引の玄米
価格が上昇しており、その影響で23年産米の出来秋の価格も
高めからスタートするようになるのかもしれないが、過剰作
付が解消される見込みはないため、23年産米の価格も結局は
急落するのではないかと懸念しているとの意見。

○ 備蓄米の放出時の判断は価格情報だけでなく、取引関係者
の意向のＤＩなども参考にすべきとの意見。

○ 米価は安定が重要との意見。また、生産者の再生産が維持
できるよう、コストに見合った価格であるべきとの意見。

（販売環境整備米の取扱について）
○ 震災の影響で入手できなくなった米のうち、既に取引の約

束があったものは、販売環境整備米等の放出で手当できない
かとの要請。また、販売環境整備米を主食用に放出すれば、
最近のスポット取引価格の高騰や23年産の必要以上の高騰が
抑制でき、さらには、備蓄米の事前契約も増えるのではない
かとの意見。

○ 販売環境整備米については、福島第一発電所の被害に係る



23年産米への影響が不透明な部分もあることから、国から７
月以降の飼料用等への販売について、しばしの間様子を見て
はどうかとの話があったものであり、その取扱については、
国としても当然一定の関与があるべきではないかとの意見。

⇒ 当方から、販売環境整備米については、その飼料用米等へ
の販売の一時見合わせを国としても要請したものであり、国
としての関与を否定するものではないが、一義的には米穀機
構及び生産者団体の自主的な取組みにより対応されている米
であり、先ずは、こうした関係者と調整されたい旨発言。

（２３年産米の政府備蓄米の買入について）
○ 当方から、政府備蓄米の23年産買入の入札が低調な状況と

なっており、このままでは23年産米の需給にも影響があると
考えられることから、備蓄米買入の入札への対応や戸別所得
補償制度への加入を積極的に推進していく旨発言。

（マンスリーレポート）
○ 米消費の動態を調査分析するべき。特に東日本大震災以降

の米消費の動態の変化について調査するべきとの意見。
○ 作付の動向は９月15日の作柄概況と同時に公表される作付

面積の数値しかないが、主産地だけでも作付の動向や水稲共
済の引受面積の動向など前倒しで発信する工夫をするべきと
の意見。

○ マンスリーレポートに引用された各種データは農林水産省
がお墨付きを与えたデータと見られがちであるいうことに留
意するべきとの意見。

○ 代表的な銘柄の動向だけでなく、特徴をもって評価されて
いるような米の事例なども紹介するべきとの意見。

（コメ先物試験上場）

東京穀物商品取引所、関西商品取引所より市場設計の概
要について説明し、取引参加者のイメージや当業者の利用
比率の見込み、一般投資家の動向、大量な投機筋の影響の
防止、受渡供用品の格付け、限月の設定の考え方などにつ
いて質問があり、取引所より回答。

○ 米の価格の目安がない中で、指標価格の形成やリスクヘッ
ジを行う場として先物市場が必要との意見。

○ 当業者・一般投資家の参加を得られるような魅力ある商品
設計が重要、また、米先物取引の試験上場を行って改善や修
正をしていくべきとの意見。

○ 平成17年度に不認可となった際の、生産調整への参加を誘
導している政策との整合性については現在も同じ状況である
ことなどから、試験上場には反対であるとの意見。

○ ＪＡは、コメは（小豆と異なり）買取集荷ではなく、委託
集荷・共同計算を実施しているので、現物の委託販売と先物



取引は、仕組みとしてあわないのではないかとの意見。
○ 現物市場の成熟性について、もっと議論、検討すべきとの

意見。

○ 次回は７月に開催する予定。
－以 上－


